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ここでは、「受益者負担の在り方の基本方針」の趣旨やコスト公表、料金の検証方法の

内容等について紹介します。 

文化施設やスポーツ施設など、市が提供するサービスは、施設の運営に係る人件費や光熱

水費などの維持管理に係る費用（コスト）がかかっています。これらの費用（コスト）は施

設を利用する方からいただく使用料等と市民や企業等からの税金により賄われています。 

運

営 

 また、証明書の交付などは、そのサービスを受ける方のみ必

要とするものですが、その交付に要する費用（コスト）は、現

状では、サービスを利用する方からいただく手数料と税金によ

り賄われています。 

 サービスを利用する方や利用しない方にもご納得いただけるようにするために、市では、

市が提供するサービスの種類に応じて、受益者にどの程度負担していただくのが適切かな

どの基準を定め、受益と負担の適正化を進めています。 

 

 

使用料等 

市民や企業等

からの税金の

一部 

費用（コスト） 
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１ 費用（コスト）の把握 

（１）対象となる料金：公共施設の利用や証明書の交付等に関するサービス 

使用料 プールやテニスコートなどの使用料 

(公共施設の利用につき徴収する料金) 

利用料金 ホールや会議室などの利用料金 

(指定管理者の収入として徴収する公共施設の利用に係る料金)  

※指定管理者：市から公共施設の維持管理・運営を包括的に任された団体 

手数料 住民票の写しなどの証明書の交付手数料 

(特定の者のためにする事務につき徴収する料金) 

その他 各種がん検診などの一部負担金 

(上記以外の分担金、負担金など、市が市民等から徴収する料金) 

※市営住宅や保育料など、別に料金積算の基準があるサービスは対象となりません。 
 

（２）対象となる経費 
 

●施設使用料・利用料金（以下「施設使用料等」という。）の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

●手数料の場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○維持管理費 

（施設職員等の直接人件費、 

消耗品費、光熱水費、 

清掃・警備・保守点検等の委託費、

通信費など） 

○施設整備費 など 

 

○間接人件費 

●費用（コスト）として把握す
る経費 
 施設整備費や維持管理などに
係る経費を把握します。 

●受益者負担対象経費 
※費用（コスト）として把握す
る経費も同じ。 

サービスに要する人件費や物
件費等を受益者の負担の対象と
しています。 

○人件費（従事する職員） 

○物件費等 

（消耗品費、電算システム等の 

保守点検委託料など） 

●市が負担する経費 

間接人件費や公共施設の整備
費用等は、税金により賄うこと
から受益者負担の対象から除き
ます。 

●受益者負担対象経費 

 施設の維持管理に係る費用を
受益者の負担の対象としていま
す。 
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２ 料金の検証 

 

 

 

１の「費用（コスト）の把握」において把握したもののうち「受益者負担対象経費」を用い

て、次のとおり料金の検証を行います。 

 

（１）ステップ１ 受益者負担割合の判断 
施設を利用する場合には、その施設の性質に応じて、受益者に負担していただく割合を、次

の５つの視点で判断します。なお、手数料は全ての費用（コスト）を受益者の負担としている

ため受益者負担割合の判断は行いません。 

 

 

 

 

 

 

 

５つの視点ごとに「高」＝３点、「中」＝２点、「低」＝１点の３段階で判断し、その合計

点が、最も多い１５点から最も少ない５点までを７つに区分し、その区分により受益者に負担

していただく割合を決定します。 

 

Ｎｏ 点数 負担割合 

１ １４・１５点 原則として１００％ 

２ １２・１３点 ７０％～１００％程度 

３ １１点 ５０％～７０％程度 

４ １０点 ４０％～６０％程度 

５ ９点 ３０％～５０％程度 

６ ７・８点 ０％～３０％程度 

７ ５・６点 原則として負担なし 

 

 

  

① 選択性…受益者がサービスを利用するか否かを主体的に選択するサービスか。 

② 採算性…利用率等から経費の回収の可能性が高いサービスか。 

③ 私益性…サービスの便益（効果）が利用者のみに及ぶ性質のサービスか。 

④ 占有性…サービス利用の間は、他の利用者が利用できない性質のサービスか。 

⑤ 専用性…料金を負担しない者の利用を排除することができるサービスか。 

料 

金 

の 

決 

定 

ステップ１ 

受益者負担割合

の判断 

ステップ３ 

近隣地方公共団

体との比較など 

ステップ２ 

料金の算定 

（仮料金） 
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受益者負担割合の例（代表的なスポーツ施設の場合） 

選択性

採算性

私益性占有性

専用性

  

 

⇒ 受益者負担割合：１００％（受益者負担の対象とする経費すべてを利用者が負担） 

 

（２）ステップ２ 料金の算定（仮料金） 
 施設使用料等では、受益者負担対象経費を基に、面積案分などにより利用しているスペース

ごとに費用（コスト）を算出し、受益者負担割合を乗じて料金（仮料金）を算定します。また、

手数料は、受益者負担対象経費を基に、利用件数などから料金（仮料金）を算定します。 

 

（３）ステップ３ 近隣地方公共団体等との比較、激変緩和措置の適用  
ア 近隣地方公共団体や市場価格の料金と比較し、必要に応じて金額を調整します。 

 

 

 

 

 

  （例：近隣市との比較） 

 

 

 

 

 

イ 急激な値上げによる市民生活への影響に配慮して、改定上限率を設けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

選択性…「高」＝３点（自ら利用の判断をするサービスであるため） 

採算性…「中」＝２点（※個々の施設の利用率等により判断する。） 

私益性…「高」＝３点（効果は利用者のみに及ぶため） 

占有性…「高」＝３点（利用者が場所を占用しているため） 

専用性…「高」＝３点（料金を支払って受付を通過しなければ利用 

できないため）  

  

仮料金と現在の料金を比較して、料金に差がある場合には、料金改定が必要と判断し

ますが、仮料金が、近隣地方公共団体の料金と比較して料金の均衡を図ることが望まし

いもの又は市場価格と比較し著しく異なるものなどは、仮料金によらず料金を決定しま

す。 

本市の○○の写しの証明書など

の交付手数料（１件） 

○現在の料金 ３００円 

○仮料金    ３５０円 

近隣市では 

概ね３００円 

近隣市の料金水準を踏ま

えて現在の料金３００円の

まま据え置き 

※証明書等の内容に差がないため 

仮料金と現在の料金を比較して、急激な値上げがないよう、市民の皆様の生活への影

響に配慮した激変緩和措置として、原則、現在の使用料等の１．３倍以内の料金改定と

します。 

○○施設使用料 

○現在の料金 １，０００円 

○仮料金    １，５００円 

激変緩和措置 

１．３倍以内 

料金改定額（現行料金 

１，０００円の１．３倍） 

１，３００円 

合計 １４点 
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３ コスト一覧表の見方 

（１）公表資料 
①施設使用料及び利用料金〈１２９施設〉 

・施設使用料・利用料金のコスト等の状況（一覧表）H30～R2 

  ②手数料〈３１件〉 

・主な手数料のコスト等の状況（一覧表）H30～R2 

③その他〈１４件〉 

・その他のコスト等の状況（一覧表）H30～R2 

※ 今回把握した費用（コスト）等は、平成３０年度～令和２年度の３ヶ年の平均です。 

  ただし、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度に年間を通じたサービス提供が 

できなかったものについては、平成３０年度及び令和元年度の２ヶ年の平均です。 

 

（２）施設使用料・利用料金の場合 

○一覧表の見方 

施設名 施設の設置目的 

施設の利用状況 

(年間利用者数等) 所管局・区 

H30 R 元 R2 

北市民健康文化センター 

【ＬＣＡ国際小学校北の丘センター】 

市民の健康の保持及び増進

並びに文化及び福祉の向上

に寄与するための施設 

251,688 人 199,473 人 72,780 人 市民局 

 

 

 

 

年間コスト【費用】 

（円） 

 

年間収入（円） 

Ｂ 

Ａに占める 

Ｂの割合 

Ｂ／Ａ 

うち受益者に負担を 

求める費用（円） 

Ａ 

293,025,348 233,313,413 52,593,299 22.5％ 

 

 

 

 

会議室等の名称 受益者負担割合 
現在の料金 

（円） 

仮料金 

（円） 

改定料金案 

（円） 
改定率 

多目的会議室 70％ ～ 100％ 6,500 11,787 ～ 16,839 8,400 129.2％ 

講習室 70％ ～ 100％ 6,500 11,787 ～ 16,839 8,400 129.2％ 

【個人】プール 70％ ～ 100％ 3,500 4,998 ～ 7,140 4,500 128.6% 

【個人】浴室 70％ ～ 100％ 260 356 ～ 508 330 126.9% 

※ 「仮料金」に一定の範囲があるものは、施設の利用率や他施設の料金など総合的に判断し、

料金の改定料金案を決定します。 

    なお、上記の改定料金案は、激変緩和措置を適用し、現在の料金の１．３倍以内とするもの

です。 

「１（２）対象となる経

費」の『費用（コスト）

として把握する経費』に

該当する額 

「１（２）対象とな

る経費」の『受益者

負担対象経費』に該

当する額 

部屋の貸出等によ

る収入（使用料及び

利用料金） 

「受益者に負担を求

める費用Ａ」のうち

利用者が負担してい

る割合 

「２（１）受益者負

担割合の判断」によ

り決定した割合 

「２（２）料金の算

定（仮料金）」によ

り算出した額 

「現在の料金」と「仮料金」を比

較し、「２（３）近隣地方公共団

体等との比較、激変緩和措置の適

用」を考慮した上で決定した額 

会議室等の名称のうち、（ ）がない

ものは１日又は１回当たりの料金を、

（ ）内に時間等の区分があるものは

その区分による料金を表しています。 
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（３）手数料の場合 

○一覧表の見方 

手数料名称 根拠条文 
利用件数 

（件） 
所管局・区 

年間コスト【費用】 

（円） 

Ａ 

年間収入（円） 

Ｂ 

Ａに占める 

Ｂの割合 

Ｂ／Ａ 

市税証明手数料 
相模原市手数料条例 

第２条第１号  
93,747 財政局 27,138,584 23,874,600 88.0% 

 

 

 

 
現在の料金 

（円） 

仮料金 

（円） 

改定料金案 

（円） 
改定率 

300 290 - - 

 

※ その他の料金等は、サービスの性質に応じて施設使用料・利用料金、もしくは手数料と同様

のコスト把握を行っています。 

 

４ 料金改定が必要な料金（令和５年１０月改正予定） 

（１）使用料及び利用料金 

○市民文化系施設（１０施設） 

市民・大学交流センター（ユニコムプラザさがみはら）、相模原市民会館、相模原市

文化会館（相模女子大学グリーンホール）、杜のホールはしもと、城山文化ホール（も

みじホール城山）、小田急相模原駅文化交流プラザ（おださがプラザ）、勤労者総合

福祉センター（サン・エールさがみはら）、産業会館、津久井合唱館、西青山地域セ

ンター 

○スポーツ・レクリエーション系施設（２２施設） 

市民健康文化センター、北市民健康文化センター（LCA 国際小学校北の丘センター）、

横山公園有料公園施設、鹿沼公園有料公園施設、総合水泳場（さがみはらグリーンプ

ール）、総合体育館（相模原ギオンアリーナ）、北総合体育館・相模原北公園スポー

ツ広場、相模原球場（サーティーフォー相模原球場）、淵野辺公園有料公園施設、古

淵鵜野森公園屋外水泳プール、相模台公園有料公園施設、相模原麻溝公園競技場等、

中沢グラウンド、青野原グラウンド、小原プール、小倉プール（こだまプール）、相

模湖林間公園有料公園施設、名倉グラウンド、ふじのマレットゴルフ場、小山公園有

料公園施設、けやき体育館、鳥居原ふれあいの館 

※有料公園施設：公園内に設置している有料で使用する野球場やグラウンドなど 

○保健・福祉施設（６施設） 

あじさい会館、あじさい会館緑分室、あじさい会館南分室、新磯ふれあいセンター、

東林ふれあいセンター、さがみ湖リフレッシュセンター 

○生涯学習施設（２施設） 

相模原市民ギャラリー、津久井生涯学習センター 

 

「１（２）対象となる経費」

の『受益者負担対象経費』に

該当する額 

「費用<コスト>Ａ」の

うち利用者が負担して

いる割合 

「２（２）料金の算定

（仮料金）」により算

出した額 

「現在の料金」と「仮料金」を比較し、「２

（３）近隣地方公共団体等との比較、激変緩

和措置の適用」を考慮した上で決定した額 
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（２）手数料 

飲料水の水質試験手数料に係る手数料９件、指定下水道工事店登録手数料１件 

 

（３）その他の料金 

リユース家具の展示と譲渡に係る料金１件 

 

※ 今後とも、徹底したコスト削減と受益と負担の適正化を進めていきます。 


